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Active Learning の理論と実践に関する一考察 
LA を活用した授業実践報告 （１） 
 
三 浦 真 琴 
 
 
１．はじめに－パラダイムシフトの意義を再確認する
 今よりほぼ四半世紀前、アメリカでは『優れた授業実践のための７つの原則』（以下、『7 つの原則』
と略記）というタイトルの小冊子が刊行された。これは「全米の大学関係者の間で最も認知度の高い
教授法」（中井・中島、2005）との評価を博したものである。分量はわずかに 5 頁であるが、後にア
メリカに限らず世界各国の高等教育関係者の知るところとなる。その中に次の一節がある。 
 
「学ぶという営みをスポーツ観戦のようなものと同列に捉えてはならない。教室の椅子に座して 
教師の話に耳を傾け、授業内容を周到に網羅した自習課題への解答を脳裏にとどめおきながら 
教師の質問に対してすぐさまそれを口にする、というような行為によって学生が身につけるこ 
となどほとんどないからである。学生は自分が学んでいることについて言葉で語ったり、文字 
を使って表現したりできなければならないし、それを過去の経験と関連づけ、現在の日々の生 
活に活用することができなければならない。すなわち学んでいることを自分の糧としなければ 
ならないのである。」                －Arthur W. Chickering and Zelda F. Gamson (1987) 
 
 これより遡ること4年、アメリカでは『危機に立つ国家 (A nation at risk)』が発表され、従来と以
降の教育改革の在り方の分水嶺となった。このレポートでは、今後の高等教育において「学習への関
与 Involvement in Learning」がきわめて重要な概念であるとされている（Koljatic & Kuh,2001）[1]。 
 『7つの原則』は、この「関与 Involvement」を基盤的理念として、それまでにアメリカの大学教
育界で蓄積されてきた教授法研究の成果を整理し、教員による活用の便を図ったものである[2]。この
歴史的な意義に富む『7つの原則』はつとに有名なので、ここではその内容について詳しく触れるこ
とはしない。しかし、ここで改めて確認しておかなければならないことがある。 
その一つは、FD 活動の主眼が教育能力の向上に置かれていたこの時代のアメリカの大学において
も、一方的に教師の話を聞くだけの受動的な姿勢を常とする授業がおこなわれていたということであ
り、教員と学生間のコミュニケーションが希薄であったり、学生同士の協同作業の機会が圧倒的に少
ない授業が存在していたということであり、さらに一つは『7 つの原則』の三番目に謳われるように、
だからこそ学生による「能動的な学習（Active Learning）」が求められていたということである。 
しかしながら、『7 つの原則』に拠った教育の改革は必ずしも順調に広がっていったわけではない。
現場における教育実践の改善に結びつかない場合もあり、教育の場では依然として学生の受動的な姿
勢を前提とした授業、他の学生とのコミュニケーションが考慮されない授業が姿を消すことはなかっ
た。 
 
 「大半の学生は、学校の教室では他の学生と言葉や意見を交わすことなく、静粛に学ぶようにと 
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昔から諭されている。学生が自発的に発言をしたり、他の学生と意見交換をしたりすると、そ 
れが叱責の対象にされることはあっても評価されることは皆無に近い。」 
－Lawrence Lyman and Harvey C. Foyle (1990) 
 
 「多くの学生は他の学生と言葉を交わすことがない状態を当然のことと捉え、意見を共有するこ 
とには抵抗を感じている。ディスカッションにいたっては、少数のモチベーションの高い学生 
に任せておけばよいと思っている。教師もその多くが、学生同士の意見交換など最低限のもの 
があればよいと考えていることが、これまでの高等学校や大学での実践によって知られている。」 
－Lawrence Lyman (1995) 
 
同様の指摘は多くの書籍や論文あるいはレポート等にて散見されるが、アメリカにおける FD 活動
が新たなフェーズを迎えた 90 年代に入っても[3]、なおアメリカの大学では「受動的に教師の話を聞く
だけ」の授業が、常態とは言わぬまでも、多数存在していたことがうかがわれる。 
 しかしながら、ここに改善すべき点を見いだした人々によって新たなパラダイムが示され、それは
以前のパラダイムシフトや教育改革とは異なる速度と規模で受け入れられていく。 
 
 「アメリカの高等教育界にはパラダイムシフトが生起している。新旧のパラダイムを極めて簡潔 
に描写すると次のようになる。今までアメリカの大学を支配していたのは『大学とは教育を提 
供するために存在している機関である』という考え方だった。しかし、少しずつではあるが確 
実にアメリカの大学は新しい考え方に向けて歩みを進めつつある。すなわち『大学とは学習を 
創出するために存在している機関である』という考え方である。」 
－Robert B. Barr and John Tagg (1995) 
 
 これら新旧のパラダイムがそれぞれ何を重視していたかをいくつかの項目について簡単にまとめた
ものが表 1 である。以下、Barr & Tagg(1995)の内容を表 1 に照らし合わせる形で記述しておく。 
 
表 1 教育パラダイムと学習パラダイムの比較 
 教育パラダイム 学習パラダイム 
大学の使命・目的 教育の提供 学習の創発 
成功の判断基準 教育のクオリティ 学習のクオリティ 
教育／学習成果の位置づけ 学位は単位(受けた授業数)の関数 学位は知識とスキルの関数 
学習理論 知識取得の外在性／教員による伝達 知識創造の内在性／学生による構築・獲得 
教員の役割 知識伝達専門家 学習環境のデザイナー 
 
 従来の「教育パラダイム」においては、大学の使命は教育を提供することにあり、その使命を実現
するための方法は目的と緊密につながったものとして同一視されてきた。その使命が果たされたかど
うかは提供された教育のクオリティによって判断され、学生に与えられる学位は一定量の教育を受け
た証であった。知識は教師によって伝達されるものであり、それは一定規模の「かたまり(chunks)」
として学生に外在するものとされていた。教員は知識伝達システムにおいて中心的な位置を占める存
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在であり、言うなれば賢人を演ずる孤高のアクターであった。 
 新しい「学習パラダイム」では、大学の使命は学習を創発することにあり、その目的を実現させる
ために方法・手法が新たに開発されることになる。使命がつつがなく遂行されたかどうかは学生が実
践・体験した学習のクオリティによって判断され、学位はそのようにして知識やスキルを得たことの
証となる。知識は教員の独占物ではなく、学習者が自らの経験を基盤として発見・発掘し、構造化し、
獲得していくものであるとされる。つまり学習者は知識の創造・獲得プロセスの主体者である。教員
は学生が効果的な学習を体験できるように配慮する環境デザイナーであり、主体者である学生間のチ
ームワークを構築するコーチ役であり、時に共に競技に参加するプレーヤーでもある。 
 1970 年代にアメリカで展開した FD 活動は、それまでの研究業績偏重主義への反省に基づき、高等
教育機関の在り方に関する中心的な理念を“Research”から“Teaching”へとシフトさせたが、それ
は実際には教師を中心に据えた（teacher-centered）ものであり、専ら教師による授業の在り方にス
ポットライトが当てられるものであった。つまりは“How to Teach”に傾倒したものであった。また、
“Faculty”は集合名詞であるのに、“Faculty Development”活動の組織性についてはこれを等閑視
し、“Individual Development as a Teacher”に重きが置かれてきたうらみもある。これに対して 90
年代中葉以降における変化は“Teaching”から“Learning”へのシフト、あるいは“How to Teach”
から“How to Learn”への転換であるといえる。そこでは学生（の学習）が中心に据えられ(student- 
centered)、それを実現するためのチームワークについて言及されることが以前に比して圧倒的に多く
なった。それはつまり教育という営為が個人のフレームワークではなく、チームワークという観点か
ら捉えられるようになってきていることを物語っている。 
 1980 年代以降のアメリカ高等教育界における変化をわずか一本の縦糸で余すところなく描写する
ことはできないが、学生を積極的に『学習に関与させること Involvement in Learning』こそが肝要
であるとの提言、学生の能動的な学習を促進するために必要な要因に着目した『7 つの原則』、そして
学生を中心に据えた『学習パラダイム』への転換、というように、通底する理念を保ちながらも、実
現すべき目標を少しずつ具体的なものへと変化させながら、アメリカ高等教育界における一つの潮流
が形成されてきたことは銘記しておく必要がある[4]。 
 
２．“Active Learning”の定義について 
 このようにして学習者中心主義の機運が高まり、ようやく学生による能動的な学習(Active 
Learning)が大学教育の具体的な目標として構成員の意識にのぼるようになった。アメリカの高等教
育界では“Active Learning”に関する論文や著書の数は 1990 年代以降に急増している。これに比べ
ると我が国における展開は遅れているが、最近、シンポジウムやフォーラムなどで取り上げられるこ
とが以前に比べて多くなり、論考も充実しはじめてきている。ところが“Active Learning”について
の報告や論文に耳目を傾けてみると、その定義がさほど明確ではないものがあることに気づく。 
 
 「アクティブラーニングとは学習者自身が学習に責任を持つことを重視した複数の教授モデルを 
表す包括的用語（umbrella term）として用いられている。」     －根本・鈴木、2008 
 
 「これ〔アクティブラーニング〕は最も広範に亘り、最も包括的な学習の原理である。そして、 
ありとある学習プロセスの基盤となるものである。」                          －Cuseo, J. 
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 学生や生徒の学習を活発にするための教授戦略（ティーチングストラテジー）が多岐に亘り（Kagan, 
S., 1994）、学習のスタイルに関する理論も多数あり（青木、2005）、そして実践のスタイルも多種多
様であるという状況を踏まえると、この用語の説明はこれらを包括する一般的・普遍的な表現をとら
ざるを得ない。しかし、そのことによって Active Learning の定義が不十分なものであると指摘され
たり（Seeler, D.C., Turnwald, G.H., and Bull, K.S, 1994）、普遍的な定義はないと断じられたりする
（McManus, M. and Taylor, G. 2009）のは、決して有意義なことではない。反対に、たとえ普遍性
を携えた有意義な定義を編み込むことができたとしても、その定義に則ることを重要視するあまり、
個々の事情に見合った実践の展開が制約されるのも益なきことである。以下、Active Learning の定
義の可能性と限界に鑑みた上での整理を試みるが、その前に以下の指摘には留意しておく必要がある。 
 
 「『アクティブラーニング』の定義についてはあまねく受け入れられるものはない。そればかり 
か、学習それ自体が人のなせる他の営みと同様の活動なのであるから、学習という名がつけ 
ば、それはそもそも能動的なものなのだとする立場の人もいる。」 
   －McManus, M. and Taylor, G., 2009 
 
 「学習は能動的な営為である」とは引用を俟つまでもないことだが、このことについて意図的に言
及がなされている事情や理由については、これを等閑視してはならない（上記の他に Bonwell, C.C., 
and Eison, J.A. 1991, Meyers and Jones 1993, AAHE 1998 など）。つまり“Active Learning”とい
う表現は語義にしたがえばトートロジーとなるのだが、ここで同義反復がなされるのは、既に
Chickering らの指摘に見てきたように、教育の現場において“Learning”が必ずしも“Active”なも
のになっていないからであり、この形容詞を冠することで語義本来の状態に修復させんとする意志や
願いがそこに介在・作用しているからである。このような事情を勘案するならば、“Active Learning”
という用語・概念の定義には、学習を巡る問題的状況の認識と、この言葉・表現に包含される事柄の
範囲が示された方がよいし、それらを踏まえた上で本質的なねらいが何なのかが盛り込まれなければ
ならない。 
 以上のことを勘案しつつ、さらに以下に例示した比較的明確な定義的表現を参考にしながら、実践
者である教師が個々に自らの授業の実態、あるいは実践したい授業の在り方に沿うように、“My 
version”の定義を編み直せばよい。 
 
 「Active Learning とは学生をなんらかの作業に参加させ、しかも自身が遂行している作業の意 
味や目的について考えるように促す教育的な活動のことである。」 
－Bonwell, C.C., and Eison, J.A. 1991 
 
 「学習とは学習者が能動的に意味を探求する営みである。知識を受動的に得るのではなく、それ 
を構築する営みである。その知識は経験によって形作られるものであると同時に、これから先 
の経験を構築していくもととなるものでもある。」 
－American Association for Higher Education(AAHE), et. al., 1998 
 
 「Active Learning とは、学生を学習のプロセスへと駆り立て、巻き込むための教授学習戦略で 
ある。」                                                       －McKeachie , W. J., 1998 
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 試みに溝上(2010)の定義をベースに“My version”として編み直した例を次に示す[5]。 
 
 「Active Learning とは、授業者からの一方的な知識の伝達によって引き起こされる受動的な学 
習に対峙する状態あるいは行為である。それが学習者の能動的な学習を教育目標として取り込 
んだ授業形態や、そのような授業を実現するための教授法・授業デザインなどの戦略・方略を 
意味するものとして用いられることもある。具体的には、例えば他の学生との対話や協同作業、 
あるいは個々の省察を経るなど、知識を獲得するための知的プロセスを体験することによって、 
自らの経験と実生活とに関連性の深い知識を創造し、構築するための営みのことである。」 
 
実はこの試行的な定義にも欠落している点がある。それは何を以て『能動的』であると判断するの
か、その基準が明確には示されていないことである。しかし、大切なのは細大漏らさぬ緻密な定義を
することではなく、“Active Learning”が重要視されるに至った経緯や、それが注目される理由を踏
まえた上で、個々の教員が自らの実践に活用できる柔軟性、弾力性、すなわち運用可能性を携えた表
現に留めておくことである。実践者である教員が個別に定義をするための自由裁量部分が残されてい
た方が実用的であると考えられるからである。 
 
３．実践・実践者から学ぶ－学んだことを“my version”に編集する 
 小論のタイトルには「理論と実践に関する一考察」と謳ってあるが、これは Active Learning に関
わる「理論」を一つ一つ検討することや、同様に「実践」を検証することを目的とはしていない。換
言するならば、『「理論」と「実践」』、即ち対立項的な捉え方ではなく、『理論と実践』、即ちその関係
性あるいは両者間の往復運動に関する考察を念頭に置きながら自らの実践を省察することを目指して
いる。 
 報告者にとって自身の実践を省察する契機は、必ずしもこれを理論に求めることはできない。他者
の実践にこそ省察と創造に必要かつ貴重な情報が示されている（時に隠されている）のがこれまでの
経験によって学んだことだからである。 
 報告者はこれまでに Active Learning を目指していると考えられる授業を複数参観する機会を得た。
あるいは実践についての体験談を聞く機会にも恵まれた。このうち、小論では本年 2 月にハワイ大学
にてインタビューした Willie Marshall の話を取り上げたい[6]。但し、氏の話は比較的多岐に亘るので、
小論に関わる部分だけを抽出することにする。 
 Willie Marshall は Learning とは何かという問いかけをインタビュアの私たちに向けて発し、その
問いへの答（学ぶとは真理・真実を探究すること）を契機として「教師中心の授業(teacher-centered 
instruction)」と「学生中心の学習(student-centered learning)」の違いを自身の実践を踏まえながら、
実に明確に説明してくれた。以下に概略を示す。 
 教師が知識を学生に伝え、それをどの程度確実に記憶したかをテストするのが一般的・伝統的な授
業の形態であるが、ここにおける知識とはその伝達者である教師にとっての「真実」にすぎず、その
教師バージョンの「真実」を如何に忠実にペーパーの上で再現するかがテストで学生たちに求められ
ることである。しかし、このように伝えられ、記憶され、確かめられるものは、学生にとっての「真
実」ではない。したがって学生はその知識と自分の経験との関係性や、現在や将来におけるその知識
の有効性・価値を展望することができない。学生にとって自らが得た知識が「自分にとっての真実・
真理」（“my version of the truth”）となっていなければ、それは知識としての意味や価値を持たない。 
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 これに対し、学生を中心に据えた学習活動では、学生は「真理の探求」のプロセスに参加しながら
知識を発掘あるいは加工しながら創出し、ついに自分自身にとっての「真実・真理」としてそれを獲
得することができる。したがって肝要なのは、どのようにして「真実・真理」たる「知識」を獲得す
るために「学生を中心に据えた」活動を授業としてデザインするかということである。 
 Willie Marshall の話には、既に前二節でみてきた「教育パラダイム」の欠陥に対する正しい認識と
これを克服するための新たな手法開発の意志、そして「学習とは主体的に『意味を作り出していくプ
ロセス』であり、単なる『知識の転移』ではない」（久保田賢一,2003）に通じるもの、すなわち構成
主義(Constructivism)までもが感得されるが、これこそがまさに実践と理論のあらまほしき関係であ
り、就中、実践者の強みなのである。 
 この Willie Marshall の話の前段部分を報告者なりに解釈し、描写したものが図 1、後段に関わるも
のが図 2 及び図 3 である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 知識の位相 
 
 教師は授業において伝達する「知識」については、これを熟知しているばかりか、それがその「知
識」を包摂する学問において、どのような位置を占め、他の知識とどのような関係にあるのかも知っ
ている。つまりその「知識」に関する体系・構造を理解し、自分のものとしている。したがって、授
業において「知識」を伝える際に、やむを得ず断片として示すようなことがあっても、教師の中では、
それは体系性・構造性・連関性を携えたもの－教師にとっての真実・真理－のままである。ところが、
そのような体系・構造を自らのうちに構築していない学生は、教師によって伝達された「知識」を配
置しておくための地図を持たぬゆえ、その「知識」は断片のままである。近接的な他の知識との間に
関連を見いだすことも難しく、自身の経験と照らし合わせて解釈することも希有であり、そもそも断
片的に与えられた「知識」が全体として構造や体系を有すると想像することも困難である。それはテ
ストにおいて記憶力を試された後、消失していく。 
 教師が如何に食べやすいように「知識」を切り取り、味付けや盛りつけに腐心しながら調理して学
生の前に配膳したとしても、それは学生にとっては鮭の切り身やビーフステーキでしかない。切り身
にされる前の鮭の姿や、それがどの海洋や河川を泳いでいたかといったことについては不問に付され
てしまう。そのような知識注入型講義ばかりを受講していると、学生は「知識」とは与えられるもの、
記憶するもの、すなわち「静的」なものとして捉えるようになってしまいかねない。 
 かかる狭隘なる知識観を払拭し、学生が「知識」に対して能動的な開拓者となるように導くのが教
師の務めである。学生が「知識」に対して active となるのは、その「知識」が彼・彼女にとっての真
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理・真実になる時、あるいはなると予感できる時である。そのためには彼・彼女が知識の発掘から加
工、即ち、知識の創造プロセス全てに関与する必要がある。教師はそのような学習を学生が体験でき
るように授業をデザインしなければならない。そのためには何が必要なのか、多くの教師がそれを知
りたいと願っているが、“Active Learning”を巡って示されているいくつかの理論は必ずしも実践的
であるとは限らない。これに比べると実践者による体験談、あるいは実際の授業の参与観察は、極め
て有益かつ貴重な実践的価値を有している。 
 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 誰にとっての「真実・真理」か        図 3 Malia を育てる   
註：図中“S”は Student の略。また、図 2 は Willie Marshall の話を再現したもので、報告者にとっては図 1 のヒン
トとなったものだが、図 3 と対比させるためにここに示した。 
 
 William Marshall が実践している授業方法の一つが学生によるプレゼンテーションである。氏の担
当する公衆衛生学の授業は、座学（講義）と演習が原則として毎週一回ずつ実施されるが、後者にお
いて学生がプレゼンターとなって授業を運営していく。図 3 はそのイメージ図である。 
 学生は将来の職業現場において多様な背景を持った患者ならびにその家族と接することになるが、
そのようなエンカウンターシーンで求められるのは、正しい専門的知識や技術、それを常に検証しな
がら更新する姿勢の他に、臨機応変に応対する能力、特に対話によって問題やその解決策を発見・構
築していく能力である。William Marshall の授業ではそれらが見事にデザインされ、取り込まれてい
る。 
 職業現場で遭遇しうるケースについて、基礎的な知識として獲得しておかなければならないこと、
調査をして新たに知るべきこと、経験から判断されること、新たに判断を下さなければならないこと、
そういったことを William Marshall 自身が講義で学生に伝えるのは容易なことだが、氏はこれを学
生に実践させている。とはいえ、授業で扱うケース等については、学生が対話を通して「知識」を構
造化していくことができるように、guiding questions を作成するなど、入念な準備が事前になされて
いる。そのような配慮のもと、プレゼンターとして指名された学生は、与えられた question について
調査し、仮説を立て、あるいは判断したことについてプレゼンテーションをおこなう。そのプレゼン
テーションに対して他の受講生から質問が出されれば、それを機に集団的な仮説検証のプロセスが展
開する。このプロセスの中でプレゼンターは自分が獲得した「知識」をまさに“my version”へと高
めていくし、あるいはさらなる検証の必要性を認識した場合には、それを重ねた上で同様のことを目
指す。他の受講生も仮説検証という作業を通じて、「知識」を借り物ではなく我が物として身につけて
いく契機を得ることになる。また、活発な質疑応答が見られない場合にはプレゼンター自らが受講生
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から質問が出るように促す。そのために必要なスキル－エンカウンターシーンで必要とされるスキル
の一つ－は事前に William Marshall がその学生（氏の説明では Malia）に与えておく。つまり、Malia
がプレゼンテーションをおこなう前には、実に入念な打ち合わせが William Marshall との間でなさ
れるのである。このような教師の役割を William Marshall は「振り付け師 (choreographer)」に例え
ていたが、これはまさに「学習パラダイム」において求められる教師の新しい役割である。 
 他の受講生にとって、自分と同じ立場の学生が優れたプレゼンテーションをおこなえば、それは彼
ら彼女たちにとって大いなる刺激になるし、そのプレゼンテーションによって「知識」を我が物とし
て獲得することを体験できれば、次回以降、自分がプレゼンターになった時のロールモデルともなる。 
 以上がインタビューでの一部を再現し、報告者の“my version”として編み直したものであるが、
William Marshall の実践には、“Active Learning”に関する理論としてしばしば紹介されるものが自
然な形で取り込まれている。例えば、William Marshall が講義をする代わりに学生(Malia)がプレゼ
ンテーションをすることについては、既に“The Corn of Learning”（Dale, E. 1969）や“The Pyramid 
of Learning”(Bethel, Maine 図 4)などに示されているように、これは最も記憶の定着率の高い方法
（学習した内容を直ちに応用しつつ、他の学生に教える）に相当する。 
 William Marshall の実践体験談から得られたものの意味と価値は報告者の筆に余るほど深く大き
いものである。 
 
 
 
http://www.mainesupportnetwork.org/handouts/PDF/handout%20-%20learning%20pyramid.pdf 
図 4  Pyramid of Learning (National Training Laboratories, Bethel, Maine) 
 
 「行動するだけでは十分ではないし、考えるだけでも十分ではない。考え、行動するだけでも不 
十分である。経験を基盤とした学習は、行動と思考とを結びつけるものでなければならない。」 
－Gibbs, G. 1988 
 
 この Gibbs の言葉は“Active Learning”の効果的な実現を志している教師にとって、学生の学習
活動をイメージする示唆を得るものであるが、「学習パラダイム」における役割を遂行する教師にとっ
てもまさに必要な姿勢であり、心構えである。このことを William Marshall の体験談から学んだ報
告者は、次に自らの実践を省察しなければならないが、残念ながら紙幅が尽きた。 
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 「大学教育・学生支援推進事業【テーマ A】大学教育推進プログラム採択事業『三者協働型アクテ
ィブ・ラーニングの展開』」において育成と活用の途次にある LA（Learning Assistant）は、William 
Marshall の授業における“Malia”に通じるものがあるが、その LA を活用した報告者の授業実践に
ついての具体的な報告は次号を期したい。 
 
註 
〔1〕『学習への関与 Involvement in Learning』というコンセプトが優れた授業実践の基礎となると
いうことに関連して、それが Alexander Astin の「関与理論 involvement」に基づいていると考
えられるということについては中井・中島（2005）を参照。 
〔2〕「7 つの原則」については周知のこととは思われるが、念のために記載しておくと、優れた教育
実践を支える 7 つの原則とは、①学生と教員とのコンタクトを促す、②学生同士の協同作業機会
を増やす、③能動的な学習を促進する、④学生へのフィードバックは迅速におこなう、⑤時間管理
の重要性を強調する、⑥学生に大いなる期待を寄せていることを伝える、⑦学生が持っている才能
の多様性を尊重し、それらを活かすためには学習方法も多様であることを認識する、である。 
〔3〕1970 年代は、それ以前の研究業績偏重主義への反省から、専ら教育能力の向上が重要課題とさ
れたが、80 年代には大学教員のキャリア形成という観点から、FD が“Professional Development”
のように幅広く捉えられるようになる。ところが 90 年代に入ると“Preparing Future Faculty”
のプロジェクトが動き出すなど、大学院生に対する大学教員準備教育、あるいは新任教員に対する
職能開発という色合いが濃くなり、また、大学教授職の使命について再考する機運も高まった。 
〔4〕 McKeachie , W. J. (1998)は次のように教室の授業風景を描写している。「学生は教師の話を耳
にし、場合によっては OHP やスライドを目にし、求められた時に教科書を読む、というように、
受動的な学習環境に置かれているのが常である」。これは Barr, R. B. & Tagg, J. (1995) の刺激に
満ちた論考が速やかに波紋を広げていったわけではないということを物語っている。しかしながら、
ティーチングを単に知識を伝達することではなく、学生が自らの学習能力に気づくような状況を創
出することであるとする考えに基づいて、ディスカッションや協同作業などを盛り込んだ授業をデ
ザインする教師を「佳き教授」であると評価するような動きが生まれつつある。教師の営みへの眼
差しが以前とは異なったものへと変化しつつあるということである。このことは例えば Bain, K. 
(2004) などによって知ることができる。 
〔5〕溝上（2010）の定義は以下。「『アクティブ・ラーニングを取り入れた授業』のように、授業者
からの一方的な知識伝達型授業（学習者の受動的な学習）ではなく、学習者の能動的な学習を取り
込んだ授業形態（教授法・授業デザインなど）を特徴づける包括的用語」。これは、何に対して能
動的であるのかが示され、授業形態や教授法などについても言及しており、報告者の知る限り、国
内では最も明快な定義である。 
〔6〕ハワイ大学マノア校に William Marshall を訪問したのは、IBL についてインタビューするため
である。このことについては『三者協働型アクティブ・ラーニングの展開 平成 21 年度成果報告
書』（2010, 58-63）を参照されたい。 
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